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Ⅱ 平成 30年度の特筆すべき取組／令和元年度の計画 

【平成 30年度実績】 

1. （２つ目の国際コースのキックオフイベント）東北大学

SDGsシンポジウム「持続可能な開発目標（SDGs）の達

成とグローバル人材」の開催 

No.22 ②-1 経済・社会的課題に応える戦略的研究の推進 

No.25 ③-1 新たな研究フロンティアの開拓 

No.35 ②-1 社会連携活動の全学的推進 

 

実績報告  

本研究科２つ目の国際コースとして「グローバルガバナンスと持続可能な開発」プログラムを

2019年 4月に立ち上げるにあたり、キックオフイベントとして、総長裁量経費の補助をうけ 2018

年 12月 21日、河野太郎外務大臣、国谷裕子氏、末吉竹二郎氏、今村文彦教授を基調講演者に

迎え「持続可能な開発目標（SDGs）の達成とグローバル人材」と題する大規模なシンポジウムを

開催した。上記プログラムが中心となり、東北大学およびMS&AD インシュアランスグループホー

ルディングス株式会社との共催によって実現した。 

主たる成果は以下の通りであった。 

(1) 611名の出席者があり、そのうちほぼ９割が外部からの参加であった。 

(2) 出席者へのアンケート調査では、回答者（250名）の 74％が「とても有意義だった」、22.4%

が「やや有意義だった」と回答しており、高い評価を受けた。 

(3) 様々なセクター（企業、公共団体、市民、学校）に国連の提唱する「持続可能な開発目標

（SDGs）」に本学が「東北大学版 SDGs」の名のもと取り組んでいることを強くアピールした。 

(4) 討論を通して、SDGs関連の研究・人材養成において企業や公共団体から大学への期待が

大きいことがわかった。 

(5) 高校関係者（教員と生徒 27名）の参加があり、SDGsは高大接続という観点からも注目度が

高いことがわかった。 

(6) 共催企業から上記プログラムに寄付講義を提供してもらうことになり、本研究科の産学連携

活動の推進に貢献した。      
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25_国文研_総務_東北大学 SDGsシンポジウムチラシ.pdf 
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https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/25_%E5%9B%BD%E6%96%87%E7%A0%94_%E7%B7%8F%E5%8B%99_%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%A4%A7%E5%AD%A6SDGs%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0%E3%83%81%E3%83%A9%E3%82%B7.pdf
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2. （２つ目の国際コース及び災害科学・安全学国際共同

大学院のプレセミナー）ドイツにおける難民・移民の社会

統合に関する国際シンポジウム 

No.22 ②-1 経済・社会的課題に応える戦略的研究の推進 

No.46 ③-1 国際通用性の向上 

 

実績報告  

本研究科教員 4名が参加し実施している科学研究費補助金基盤研究（B）「EUにおける難民の

社会統合モデル―ドイツ・ハレ市の先進的試みの可能性と課題―」（代表：佐藤雪野）の研究チー

ムが主催し、「ドイツ・ハレ市における難民・移民の社会統合―ヒューマン・セキュリティのために

『教育』ができること―」と題する国際シンポジウムを 2019年 2月 23日に開催した。シンポジウ

ムでは、難民・移民問題が社会的にクローズアップされているドイツのハレ市からハレ＝ヴィッテ

ンベルク大学の 3名の研究者を招き、同市では難民・移民の社会統合を目指してどのような取り

組みを行い、どのような支援体制を構築しているかなどを、特に教育に重点をおいて講演してい

ただいた。その際、日本の教育現場でも導入が始まった「インクルーシブ教育（社会的包摂教

育）」という視点や難民・移民の社会統合における大学の役割などが事例を踏まえて論じられた。

本シンポジウムでは、本年 4月の在留資格の変更によって、急激により多くの外国人労働者を受

け入れる予定の日本の社会、そして大学を含む教育諸機関の在り方を考えるうえで示唆に富む

指摘が数多くなされた。 

主たる成果は以下の通りであった。 

(1) 講演は英語で行なわれたが、より幅広い層の参加者を期待し逐次通訳を付したことで、首都

圏を含む複数の大学の研究者・学生（約 25名）、高等学校の教員、一般市民、高校生（3校 9

名）を含む約 40名の参加者があった。 

(2) 共催者となっている本研究科「グローバルガバナンスと持続可能な開発」プログラムのみなら

ず、2019年度に立ち上がる災害科学・安全学国際共同大学院プログラムのプレセミナーとしての

役割を果たした。このシンポジウムから得られた知見（例えば、下記(4)など）を授業に還元し、現

実的な社会問題の解決に貢献できる人材の育成を目指す。 

(3) 本シンポジウムの成果を取り入れた科研費の補助を受けている研究の中間報告という形で、

第 35回日本ドイツ学会でフォーラムを開催する予定である（フォーラム「ドイツ・ハレ市における移

民難民の社会統合−フィールドワーク中間報告」、2019年 6月開催）。 
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(4) ３つの講演から外国人労働者の増加が見込まれる日本社会への示唆が得られた。例えば、

ブレーマー氏は、難民や移民の児童生徒をゲストととらえてホスト社会に統合する「統合教育」で

はなく、難民・移民の文化や言語の違いをジェンダーや各種の障がいなどと同様に様々な違いの

一つと捉え、多様性を社会に包摂する「社会的包摂教育」として捉える考え方を披露した。日本で

も数年前から文科省が「インクルーシヴ教育」という概念を提唱しているが、主に障がい者といわ

ゆる健常者が共に学ぶことを想定している。日本も今後外国人労働者が増加する状況の中で、

「インクルーシヴ教育」をさらに敷衍していくことの可能性について知見を得ることができた。 

20190223-togo_haresi.jpg 
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https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/20190223-togo_haresi.jpg
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3. 国際学術交流を推進する日本学国際学術会議の開

催 

No.25 ③-1 新たな研究フロンティアの開拓 

 

実績報告  

国際文化研究科は、日本学国際共同大学院の事業の一環として、文学研究科、法学研究科、経

済学研究科、教育学研究科、東北アジア研究センターと連携し、2018年 12月 14日〜16日、

「明治維新再考：文化、歴史、国家」を全体テーマとする日本学国際会議 The First Tohoku 

Conference on Global Japanese Studies を主催した。この学術会議では、シカゴ大学ジェーム

ズ・ケテラー教授、及び金城学院大学桐原健真教授が基調講演者として登壇し、ヨーロッパ、北

米、アジア各国から参加した 20名以上の著名な研究者が日本学の各領域における種々の研究

報告を行った。本事業は、国際的な日本学の研究交流活動を通して国際共同大学院の研究を国

際水準に高め、本学における日本学の国際プレゼンスを向上させることが狙いであった。 

主たる成果は以下の通りであった。 

(1) 全体で 40名程の出席者があった。 

(2) ヨーロッパからはハイデルベルク大学（３名）、ライデン大学、イースト・アングリア大学、シェフ

ィールド大学、マドリード大学（各１名）から出席者があった。特にハイデルベルク大学は共同大学

院学生の派遣先となる可能性の高い提携先であり、連携の確認をすることができた。 

(3) 北米からは、シカゴ大学（１名）、ミシガン大学（２名）、アマースト・カレッジ（１名）から出席者が

あった。特にシカゴ大学から日本研究において世界的に著名なケテラー教授を基調講演者として

招待することができた。シカゴ大学とは今後、本研究科が独自に日本学研究において連携してい

くことを計画しており、その端緒となった。 

(4) アジアからは中国（２名）、台湾（１名）、韓国（２名）、タイ（１名）、マレーシア（１名）から出席者

があった。このうちタイのタマサート大学とは本研究科が独自に日本学研究において連携していく

ことを計画しており、これまでの研究者間の交流を一段高いレベル（部局間学術交流協定）に上

げることの検討を開始する機会となった。 

(5) 上記の世界各地からの日本学研究者に、本学が日本学に焦点を当てる国際大学院プログラ

ムを立ち上げることをアピールした。基調講演者のケテラー教授からは「このような先進的な取り

組みは国際的に見ても価値があるので、今後の展開に大いに期待したい」という評価を得た。 

26_国文研_総務_2018.12.14～16日本学国際学術会議チラシ.pdf 
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https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/26_%E5%9B%BD%E6%96%87%E7%A0%94_%E7%B7%8F%E5%8B%99_2018.12.14%EF%BD%9E16%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%AD%A6%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E5%AD%A6%E8%A1%93%E4%BC%9A%E8%AD%B0%E3%83%81%E3%83%A9%E3%82%B7.pdf
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4. （全学教育における英語教育改革への貢献）英語教

育改革推進ワーキンググループにおける取り組み 

No.01 ①-1 現代的課題に挑戦する基盤となる先端的・創造的な高度教養教育の確立・展開 

 

実績報告  

本学の全学教育の改革に向けた取り組みの一環である英語教育改革推進ワーキンググループ

に本研究科から 3名の全学教育英語担当教員が参画した。特に、2019年 2月 13日には本研

究科が共催として関わり、本研究科教員が企画・実施を担当した「東北大学英語教育改革に向け

て−到達目標と高大接続−」という表題の FDを実施した。これには TOEFLを実施・運営する

Educational Testing Service (ETS) の Executive Directorである Srikant Gopal氏と日本の

TOEFL事務局である CIEE （国際教育交換協議会）の根本斉氏に講演いただいた。 

主たる成果は以下の通りである。 

(1) 本学の全学教育における英語教育に TOEFLを活用し、より国際通用性のあるものとする取

り組みに貢献するものである。 

(2) この取り組みにより、2019年度から本学教員が ETSでの研修（ETS Global Institute 2019 

Course）に参加することになった。 

(3) FDには 45名（学外者 12名、非常勤講師 4名を含む）の参加者があった。TOEFLが測ろう

としている能力、TOEFLを大学の英語教育に組み入れることの妥当性について知識を共有する

場となった。 

資料 4_H30英語教育 FD20190213.pdf 
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https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E8%B3%87%E6%96%994_H30%E8%8B%B1%E8%AA%9E%E6%95%99%E8%82%B2FD20190213.pdf


【 対  象 】
学部・大学院を問わず東北大学で英語に関する業務 ( 入試・授業等 ) に携わるすべての教員
( 専任教員および非常勤教員 )・事務職員、関心を持つ近隣教育機関の教員および学生

Program
[ 開会挨拶 ]  山口  昌弘（東北大学副学長 学務審議会外国語委員会委員長）

【第 I 部】TOEFL® test とその活用について
　　　　Mr. Srikant Gopal（Educational Testing Service (ETS) Executive Director）

　　　　根本  斉  氏（CIEE ( 国際教育交換協議会 ) 事業統括本部長）
[ 質疑応答 ] 

【第 II 部】学習指導要領の理解 ( 高大接続のために )
　　　　秦野  進一  氏（東北大学高度教養教育・学生支援機構 入試センター 特任教授）

[ 質疑応答・全体討論 ]

[ 総合司会 ]  岡田  毅（国際文化研究科教授）

講演１

講演２

講演３

※Web申込み不可の場合は、氏名・所属・連絡先(e-mail)を明記の上、iehe-seminar@g-mail.tohoku-university.jp までお申込みください。

http://www.ihe.tohoku.ac.jp/ 東北大学高度教養教育・学生支援機構 検索

東北大学高度教養教育・学生支援機構 HP「イベント申込み」より Web にてお申込みください。

主催：東北大学学務審議会外国語委員会
共催：東北大学高度教養教育・学生支援機構
　　　東北大学大学院国際文化研究科

東北大学 高度教養教育・学生支援機構 運営サポート室
E-mail ：ieheoffice@ihe.tohoku.ac.jp　Tel：022-795-7551

お問い合せ先
C O N T A C T

参加申し込み方法
REGISTRATION 【参加無料】

designed by BiZkettE1 - Freepik.com

学務審議会に平成30年11月に設立された英語教育改革促進ワーキング・グループの事業の一環として、学
士教育における英語教育の、時代にマッチした制度改革と抜本的な内容改善を目指すために、本学英語授
業担当の全教職員向けにFDを開催し、幅広い情報の共有と今後の具体的方略に向けての意見を交換する。

日時：平成 31年　月 　 日（水）13:30-16:30
会場：東北大学川内北キャンパス  講義棟 B棟  B203 教室

東北大学英語教育改革に向けて―到達目標と高大接続―
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5. グローバル化に対応した新たな教育カリキュラムの

構築 

No.01 ①-1 現代的課題に挑戦する基盤となる先端的・創造的な高度教養教育の確立・展開 

No.03 ②-2 大学院教育の充実 

No.43 ②-1 外国人留学生の戦略的受入れと修学環境の整備 

 

実績報告  

部局ビジョンの１つである「グローバル化に対応した新たな教育カリキュラムの構築」における取り

組みとして、英語で実施する「研究のための倫理」科目を 2019年度から開講するための準備を

行った（実際に 2019年度に開講予定である）。これは、従来から開講していた日本語を教授言語

とする同名称科目に加え、英語を使用言語とする国際コースの拡充に合わせて、日本語が使用

できない学生向けに研究倫理教育を提供するものであり、修士課程学生向けの現代で必要とさ

れる基盤的教養教育を充実させるものである。 

主たる成果は以下の通りである。 

(1) 英語を教授言語とする科目の充実に貢献した。 

(2) 従来、倫理科目のなかった英語コース学生により充実した基盤教育を提供できることとなっ

た。 

資料 5_20190507「研究のための倫理」.pdf 
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https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E8%B3%87%E6%96%995_20190507%E3%80%8C%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81%E3%81%AE%E5%80%AB%E7%90%86%E3%80%8D.pdf
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